
株式会社プロネクサス　印刷
東京都中央区京橋3－1－1 東京スクエアガーデン18F
TEL.03-5202-4011　FAX.03-5202-4054

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
上 記 基 準 日
株主名簿管理人及び 
特別口座の口座管理機関
株主名簿管理人
事 務 取 扱 場 所
郵 便 物 送 付 先

電 話 照 会 先

公 告 方 法

毎年4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月
毎年3月31日
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
〒168−0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120−782−031（フリーダイヤル）

電子公告の方法により行います。
ただし、事故その他やむを得ない事情によって電子公告による公告をすること
ができない場合は、日本経済新聞に掲載します。
公告掲載 URL（http://www.sunwa.co.jp/ir_info/index.html）

 ・住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について
　株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
　‌�なお、証券会社等に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関である三井住友

信託銀行株式会社にお申出ください。

 ・未払配当金の支払について
　株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

 ・「配当金計算書」について
　‌�配当金支払いの際ご送付しております「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ね

ております。確定申告を行う際は、その添付資料としてご使用いただくことができます。
　‌�ただし、株式数比例配分方式をご選択いただいている株主様につきましては、源泉徴収税額の計算は証券会社等に

て行われます。確定申告を行う際の添付資料につきましては、お取引の証券会社にご確認をお願いします。
　‌�なお、配当金領収証にて配当金をお受取りの株主様につきましても、配当金支払いの都度「配当金計算書」を同封

させていただいております。

＊確定申告をなされる株主様は、大切に保管ください。

第69期 株 主 通 信
自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日

証券コード8137

株主メモ
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代表取締役会長　山本　勢

株主の皆様へのメッセージMessage

電機・機械の営業部門を「FAシステム営業部」に統合して
“機電一体”の取り組みを強化し、海外を含めた市場ニー
ズの変化・多様化に対して、的確かつ幅広く複合的に製品
や最新の生産システムをご提供できる体制にしました。一
方、横浜支店の開設（昇格）は、当社の伝統である顧客第
一主義の地域密着サービスを主眼に、神奈川県及び静岡
県東部のお客様への電機・電子・機械分野の複合ビジネス
を強化するものです。そして名古屋支社の開設（昇格）は、
中京地区の市場規模の拡大とニーズの多様化・専門化に
対して、市場やお客様への個別対応力を高める組織基盤
の強化を目的としています。
　こうした組織力をベースに、仕入先である主力メーカー
の優れた多彩な製品を拡販するコア事業を強化するため、

「モノ（製品）」から「コト（機能）」へと変化する市場トレンド
を先取りした当社独自のアプリケーションを、強固な組織
連携の中で生み出していきます。
　それを具現化する戦略の一つが「エンジニアリング事業」
の強化・推進です。最近では、在来の生産現場の他に食品・
医療・農業分野、セットメーカーの組立工程へのロボット・
システムの納入などに加え、海外では韓国向けの有機EL

製造装置メーカーから
の受注で、現地での電
機品の設置・配線工事
なども含めたビジネス
も実現しています。今
後はさらにエンジニア
の拡充を図り、新たな
アイデアやビジネスモ
デルを創造する組織横
断型のチーム力を強化
していきます。そして
仕入先やパートナーで
あるSI企業との協業に
よって、当社がプロジェクト全体をマネジメントする役割
を担っていきます。
　もう一つの戦略である「グローバルSCMソリューション」
については、1995年のシンガポール以降整備してきた海
外25拠点の自立化とグループ力強化を前提に、各拠点が
最適商品を発掘・調達して世界各地に迅速にお届けしま
す。日本を本部とする品質管理体制を拡充し、EMS事業
のビジネスモデルも取り込みながら各拠点間のネットワー
クをさらに強化して、営業・業務一体でサービス向上に努
めます。また現在、将来の拠点開設も視野に入れ、有望視
されているインド市場の調査を続けています。

　一方、成長市場については、現在取り組んでいる環境・
食品・医療・農業分野などに加えて、ものづくりの先鋭化・
効率化の過程でIoT（Internet of Things）による生産等
の見える化へのニーズが高まっています。当社では主力仕
入先メーカーと最新技術情報や事業戦略を共有し、当社を
選んでいただく一つの特長として、お客様にIoTなどの最
新技術情報をご提供して受注に結びつけていきたいと思

います。約1,900社の仕入先メーカーの多彩な製品を活か
し、ロボットなどの自動化技術とソフトを含めた情報技術
を組み合わせた、当社独自の取り組みを展開していきます。
　現在、こうした新たな技術情報をご紹介する営業支援
の場として各種展示会への出展に力を入れています。最
新技術の説明から実機でのデモンストレーションまで、営
業・SE・技術者の全社横断チームでソリューション提案を
行うことにより、当社の企業価値をさらに高めていきます。
また、この1年をかけて営業支援システム（SFA）をリニュー
アルし、個別の商談・営業情報を全社で一元化・見える化
しました。こうしたIT技術も駆使して、グループ全員で一
歩先を行く技術提案と営業展開に取り組んでいきます。

　「Challenge 1500」では、「グローバルネットワークの
完成度を上げる」ことを基本方針として掲げています。計
画2年目として今後、海外25拠点のネットワークを活用し
た“連携”からさらに一歩踏み込み、国内・海外でお客様や
市場を分けるのではなく、連結経営の観点から、日本を本
部とするグループとしての“一体運営”を強化することで
お客様へのサービスを向上させていきます。
　現在その施策として、「グローバルキーアカウント制」の
導入や、グローバルな展開をされているお客様の各工場
に対して、本社（FAシステム営業部）をセンターに、信頼性
の高い商品紹介や技術提案を横に展開する取り組みを強
化しています。また各海外拠点が持つ情報収集力を駆使
し、国や地域を横断してお客様が求める最適な製品を調
達し、世界各地へタイムリーに供給する「グローバルSCM
ソリューション」の価値を高めています。
　こうした取り組みと、現在独立系技術商社として拡充
を図る「エンジニアリング事業」を組み合わせ、国内外を
括って一体的に事業戦略を遂行できる経営基盤を築き、
グローバルネットワークの完成度を上げていきます。

　株主の皆様には、日頃より格別のご高配を賜り、厚く御
礼申し上げます。
　第９次中期経営計画（Challenge 1500）1年目の総括と
なる当期の業績につきましては、上期が大変厳しいスター
トとなったものの、下期に入り、円安を追い風に人件費の高
騰や、半導体業界の伸びなどを背景とした工場の自動化
ニーズの高まりにより国内と共に中国市場の好転もあり、最
終的に計画1年目の目標をほぼ達成することができました。
　当期の利益配当につきましては、株主の皆様への日頃
のご支援に報いるべく、期末配当を1株当たり14円とし、
中間配当（1株当たり14円）と合わせ、年間配当28円とさ
せていただきました。

　今年4月、当社では大幅な組織変更を行いました。まず

ごあいさつ

コア事業を強化する
当社独自の戦略を着実に進める

最新の技術情報を全社で共有し
成長市場を開拓する

基本方針のもと
計画2年目の施策を確実に遂行する

グループ一体で独自の
付加価値を創造し、

「Challenge 1500」を
確実に遂行する

名古屋支社
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　また、当社ではこうした事業戦略とあわせて、企業風土
改革を積極的に推進しています。政府の働き方改革実現
会議や大手仕入先の取り組みを踏まえ、当社ならではの
新たな企業風土や社員の意識を築く上で、従来からの仕
事のやり方や仕組みを見つめ直し、改善に取り組んでい
ます。ワーク・ライフ・バランスの最適化やダイバーシティ
への対応を見据えた「カイゼン推進室」や、AED（自動体外
式除細動器）など生活関連製品の提案活動で女性社員の
活躍の場を広げる「エコ・ニューライフサポート部」の発足
はその証です。最近では、当社が改革に真剣に取り組む姿
勢を社内外に明確に打ち出す企業として「TOKYO働き方
改革宣言企業」の承認を都知事から受けましたが、今後さ
らにこの流れを全社に定着させていきたいと思います。
　一方、経営の根幹をなす人材育成については、社是の

「人を創り」を理念としたマンツーマンのOJT教育を基本
として、職務・技能の多様化が進む中で、細分化・専門化さ
せた研修プログラムも導入し、すでに各部店で実行してい
ます。今後は全社としての教育の体系化を図り、多様な側
面から教育・育成できる研修制度を整備していきます。最
近は語学力に優れる社員も増えましたが、グローバル人材
についてもそうした全社の仕組みの中で育成し、新たな人
事制度・人材ローテーションに繋げていきたいと思います。
　当社では2025年のあるべき姿「サンワビジョン２０２５」
を掲げています。その第1ステージとして創立70周年に売
上高1,500億円の達成を目指す「Challenge 1500」を確
実に実行し、第2ステージとなる第１０次中期経営計画を
強力に推進する目的で、この5月に代表取締役の異動を決
議しました。今後、田中裕之新社長と若手の幹部社員が中
心となり、創立100周年を見据えた次期中期経営計画の
策定に取り組み、企業価値をさらに高めるべくグループ
一丸で邁進してまいります。株主の皆様におかれましては、
今後とも一層のご支援を賜りますよう、よろしくお願い申
し上げます。

新たな経営体制で
2025年ビジョンの実現に挑む

果敢に変化の先取りをし、
活力のある会社を目指します

社長就任のご挨拶

氏　　名	 田中 裕之 （たなか ひろゆき）
生年月日	 昭和32年3月4日生
出 身 地	 東京都調布市
最終学歴	 中央大学理工学部卒業
略　　歴
昭和54年 4月	 当社入社
平成16年 4月	 名古屋支店長
平成18年 6月	 取締役
平成20年 6月	 常務取締役
	 営業本部電子部門長
平成26年 6月	 専務取締役
	 営業本部副本部長
平成28年 6月	 取締役専務執行役員
	 営業本部長

　株主の皆様におかれましては、平素より当社に格別の
ご支援を賜り、誠にありがとうございます。6月28日をもっ
て代表取締役社長に就任いたしました田中でございます。
　大役に身が引き締まり、責任の重さを痛感いたしており
ます。会長の山本が長期ビジョン（サンワビジョン
２０２５）の実現に向け築いてきた人・組織の経営基盤と
事業戦略を受け継ぎ、引き続き夢を持って明るく活力の
ある会社を目指してまいります。
　まずは現 在進めております第９次中期経営計画

（Challenge 1500）の完遂に向けて、粉骨砕身努めて
まいります。
　現状当社を取り巻く環境は非常に好いと認識いたして
おりますが、こうした状況下こそ守りに入らず果敢に
変化の先取りをし、多様な施策を確実に実行して株主の
皆様のご期待に応えてゆく所存でございます。
　今後ともご支援・ご鞭撻を賜りますようよろしくお願
い申し上げます。

代表取締役社長　田中　裕之

◆進捗

2016年度
（第69期）

2018年度
（第71期）

2017年度
（第70期）

2016年度
（第69期）

2018年度
（第71期）

2017年度
（第70期）

137,000 4,500

116,611
117,000 126,000 3,700

126,000

3,215 3,4503,000

実績 業績予想 目標
（単位：百万円）
売上高

（単位：百万円）
経常利益
実績 業績予想 目標

Profile



売上高

1,166億11百万円
前年同期比 108億63百万円増

総資産／純資産

総資産	 648億16百万円
純資産	 236億37百万円
総資産前年同期比� 93億76百万円増
純資産前年同期比� 13億74百万円増

受注高	 1,208億63百万円
受注残高	 208億39百万円
受注高前年同期比� 161億85百万円増
受注残高前年同期比� 42億51百万円増

1株当たり純資産	 1,705円66銭
自己資本比率	 36.5％

親会社株主に帰属する当期純利益

15億84百万円
前年同期比 1億6百万円減

売上高経常利益率

2.8％
営業利益

30億14百万円
前年同期比 5億69百万円増

1株当たり純資産／自己資本比率経常利益

32億15百万円
前年同期比 5億70百万円増

受注高／受注残高

決算ハイライト 次期の見通し 第70期　通期業績予想
当連結会計年度における日本経済は、政府による継続的

な経済政策効果を背景に企業収益や雇用・所得環境に改
善の動きが見られ、景気は緩やかな回復基調で推移いたし
ました。しかしながら、英国のEU離脱問題や米国新政権に
よる政策運営の不確実性の高まりが景況の判断を困難に
しております。

当社グループの関連しております産業用エレクトロニ
クス・メカトロニクス業界におきましては、自動車関連事
業の好調が続いております。また、中国市場におけるス
マートフォン向けの需要が堅調に推移しており、半導体関
連業界、産業機械業界は明るい兆しが見えてきております。

このような環境の中で当社グループは、第９次中期経営

次期の見通しにつきましては、新興国における経済停
滞の長期化や、米国及び欧州の政策の不確実性への懸念
が高まるなど先行きは不透明な状況が続くと見込まれま
すが、経済政策による内需の下支えや企業収益改善に伴
う設備投資の増加等によって景気は回復基調で推移する
ものと思われます。

計画（Challenge 1500）の初年度として新たな取組みを
スタートさせております。当連結会計年度につきましては、
電機・電子・機械分野の最新技術と優れた製品情報を融
合させたコアビジネスに、ものづくりの先鋭化をサポート
するエンジニアリング力とグローバルSCMソリューショ
ンをプラスし、グローバルに活躍する独立系技術商社とし
て新たな価値を生み出す取組みが効果を上げました。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高、営業利益、
経常利益は前期を上回る結果となりましたが、親会社株主
に帰属する当期純利益は、特別損失（固定資産の減損損失）
を計上したことにより前期を下回る結果となりました。

売 上 高 126,000百万円（前年同期比8.1％増）

営 業 利 益 3,200百万円（前年同期比6.2％増）

経 常 利 益 3,450百万円（前年同期比7.3％増）
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,150百万円（前年同期比35.7％増）
１株当たり
当期純利益 155円14銭

（注）‌�業績予想につきましては、平成29年５月10日現在における入手可能な情報に
基づいて算出しておりますが、今後の様々な要因により予想と異なる結果とな
る可能性があります。

前年同期比 10.3%増

116,611
111,276

第69期
（平成28年度）

105,748

第68期
（平成27年度）

第67期
（平成26年度）

期末 （単位：百万円）

前年同期比 6.2%増
前年同期比 16.9%増

第69期
（平成28年度）

64,816

23,637

第68期
（平成27年度）

55,439

22,263

58,748

21,951

第67期
（平成26年度）

（単位：百万円）純資産総資産

1,584

2,466

第69期
（平成28年度）

1,690

第68期
（平成27年度）

第67期
（平成26年度）

期末 （単位：百万円）

前年同期比 6.3%減

第69期
（平成28年度）

第68期
（平成27年度）

第67期
（平成26年度）

前年同期比 0.3ポイント増

2.8

3.4

2.5

（単位：％）売上高経常利益率

3,014

3,471

前年同期比 23.3%増

第69期
（平成28年度）

2,444

第68期
（平成27年度）

第67期
（平成26年度）

期末 （単位：百万円）

1,705.66
1,529.00

前年同期比 3.7ポイント減
前年同期比 10.0%増

第69期
（平成28年度）

1,550.73

第68期
（平成27年度）

第67期
（平成26年度）

40.2

36.5

37.4

（単位：％）
（単位：円）

自己資本比率
１株当たり純資産

3,215

3,761

前年同期比 21.6%増

第69期
（平成28年度）

2,645

第68期
（平成27年度）

第67期
（平成26年度）

期末 （単位：百万円）期末 （単位：百万円）

前年同期比 15.5%増
前年同期比 25.6%増

120,863

20,839

112,624

17,656

第69期
（平成28年度）

104,678

16,587

第68期
（平成27年度）

第67期
（平成26年度）

（単位：百万円）受注残高受注高

決算ハイライト
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電機部門

売上高構成比率 17.8%

電子部門

売上高構成比率 73.6%

機械部門

売上高構成比率 8.6%

売上高

207億36百万円
前年同期比 16億67百万円増

売上高

858億19百万円
前年同期比 82億25百万円増

売上高

100億55百万円
前年同期比 9億70百万円増

日本

71.3%
売上高構成比率

アジア

23.6%
売上高構成比率

欧米

4.2%
売上高構成比率

その他 ※

0.9%
売上高構成比率

売 上 高	 922億13百万円（前年同期比 122億17百万円増）

営業利益	 21億65百万円（前年同期比     5億85百万円増）

売 上 高	 298億96百万円（前年同期比 2億1百万円減）

営業利益	 8億16百万円（前年同期比    37百万円減）

※‌�「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セ
グメントであり、国内子会社の事業活動を含んでおります。

売 上 高	 63億23百万円（前年同期比 26億37百万円増）

営業利益	 14百万円（前年同期比        11百万円増）

売 上 高	 16億89百万円（前年同期比 2億46百万円減）

営業利益	 25百万円（前年同期比      27百万円増）

（注1）売上高構成比率は外部顧客に対する売上高から算出しております。
（注2）上記の売上高の数値につきましては、セグメント間の内部売上高又は振替高を含む売上高で表示しております。

20,73622,660

第69期
（平成28年度）

19,069

第68期
（平成27年度）

第67期
（平成26年度）

前年同期比   8.7%増
（単位：百万円）

85,81980,473

第69期
（平成28年度）

77,593

第68期
（平成27年度）

第67期
（平成26年度）

前年同期比   10.6%増
（単位：百万円）

10,055
8,141

第69期
（平成28年度）

9,084

第68期
（平成27年度）

第67期
（平成26年度）

前年同期比   10.7%増
（単位：百万円）

92,21381,749

前年同期比  15.3%増

第69期
（平成28年度）

79,995

第68期
（平成27年度）

第67期
（平成26年度）

2,165
1,580

2,128

（単位：百万円）
売上高
営業利益

29,89633,014
前年同期比  0.7%減

第69期
（平成28年度）

30,097

第68期
（平成27年度）

第67期
（平成26年度）

816853
1,260

（単位：百万円）
売上高
営業利益

6,323

3,431

第69期
（平成28年度）

3,685

第68期
（平成27年度）

第67期
（平成26年度）

前年同期比  71.6%増

142
87

（単位：百万円）
売上高
営業利益

1,689

2,559

前年同期比  12.7%減

第69期
（平成28年度）

1,935

第68期
（平成27年度）

第67期
（平成26年度）

25△1△11

（単位：百万円）
売上高
営業利益

電機部門では、FPD（フラットパネルディスプレイ）関連業界
向け、半導体関連業界向け及び産業機械業界向けの電機品の販
売は増加いたしましたが、太陽光発電システム向けの制御機器
の販売が減少いたしました。

主な営業品目
ACサーボモータ、リニアモータ他各種モー
タ、インバータ、マシンコントローラ、マ
シンビジョンシステム、半導体製造装置用
クリーンロボット・真空ロボット、パワー
コンディショナ、受変電設備及び工事等 ACサーボモータ

電子部門では、自動車関連業界向け及び産業機械業界向けの
電子部品の販売、FPD関連業界向けのFA機器用電子部品の販
売が増加いたしました。

主な営業品目
電源、コネクタ、半導体、センサ、小型
ファン、LED（発光ダイオード）、LCD

（液晶ディスプレイ）、産業用パソコン、
CPUボード、メモリモジュール等の各種
電子部品及び機器等

機械部門では、産業機械業界向けの生産設備の販売及びFPD
関連業界向けの設備機器の販売は増加いたしましたが、住宅
設備業界向けの設備機器の販売が減少いたしました。

主な営業品目
半導体関連製造設備、産業用ロボット、
液晶・パネル搬送用クリーンロボット、
基板関連装置、物流搬送装置、バルブコ
ントロール装置、風水力機器、空調・厨
房設備、環境保護機器及び装置、各種検
査装置、医療機器等

LED照明モジュール

双腕ロボット

自動車関連業界向けの電子部品の販売、FPD関連業界向けの電機品、FA機
器用電子部品及び設備機器の販売、産業機械業界向けの電機品、電子部品
及び生産設備の販売、半導体業界向けの電機品の販売は増加いたしましたが、
太陽光発電システム向けの制御機器の販売及び住宅設備業界向けの設備機
器の販売は減少いたしました。

電気機器業界向けの電子部品の販売、産業機械業界向けの電機品及び一部
の電子部品の販売は増加いたしましたが、アミューズメント向けの電子部
品の販売が減少いたしました。

欧米では、アミューズメント向けの電子部品の販売、産業機械業界向けの
生産設備の販売及びFPD関連業界向けの電機品の販売は増加いたしました
が、産業機械業界向けの電機品及び電子部品の販売が減少いたしました。

部門別の概況 セグメント別の概況部門別の概況 セグメント別の概況
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ドイツ（フランクフルト）

アメリカ（グリーンビル）
サウスカロライナ

アメリカ（シカゴ）

メキシコ
（ケレタロ）アメリカ（ロサンゼルス）

東京サービスセンター

九州サービスセンター

名古屋サービスセンター

広島営業所
大分営業所
熊本営業所
長崎営業所

姫路営業所

北陸営業所

東北営業所
北関東営業所
長野営業所

電子営業部

福岡支店 大阪支店

京都支店

顧客営業部

東京西支店

本社
FAシステム営業部

名古屋支社

三河営業所

第一営業部
浜松営業所
三重営業所

第二営業部

車載営業部

沼津営業所

横浜支店

サンワテクノス株式会社

サンワトリニティ株式会社
サンワロジスティック株式会社

SUN-WA TECHNOS（EUROPE）GmbH

欧州

米州

中国（大連）
中国（瀋陽）

中国（天津）

中国（蘇州） 中国（上海メカトロセンター）
中国（上海）

中国（杭州）
台湾（台北）
台湾（台中）
台湾（台南）

中国（広州）
中国（深圳）

香港
香港物流センター

中国・香港・台湾

SUN-WA TECHNOS（H.K.）CO.,LTD.
SUN-WA TECHNOS（TAIWAN）CO.,LTD.
SHANGHAI SUN-WA TECHNOS CO.,LTD.
SUN-WA TECHNOS（SHENZHEN）CO.,LTD.

タイ
（バンコク）
マレーシア（クアラルンプール）

シンガポール

フィリピン
（マニラ）

インドネシア
（ジャカルタ）

ベトナム
（ハノイ）

ASEAN

SUN-WA TECHNOS（SINGAPORE） PTE LTD.
SUN-WA TECHNOS（MALAYSIA）SDN.BHD.
SUN-WA TECHNOS ASIA （THAILAND） CO., LTD.
PT. SUNWA TECHNOS INDONESIA
SUN-WA TECHNOS（PHILIPPINES）, INC.
SUN-WA TECHNOS（VIETNAM） CO., LTD. 各拠点の住所と連絡先は当社ホームページ｢拠点｣をご覧ください。

http://www.sunwa.co.jp/ サンワテクノス 検　索

国 内

SUN-WA TECHNOS AMERICA,INC.
SUN-WA TECHNOS MEXICO S.A. DE C.V.

サンワグローバルネットワーク 
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連結貸借対照表
（単位：百万円）

科目／期別 前期
平成28年3月31日現在

当期
平成29年3月31日現在

（資産の部）

流動資産 46,857 55,507

固定資産 8,581 9,309

有形固定資産 3,788 3,056

無形固定資産 240 222

投資その他の資産 4,553 6,030

資産合計 55,439 64,816

（負債の部）

流動負債 28,691 36,596

固定負債 4,484 4,581

負債合計 33,176 41,178

（純資産の部）

株主資本 20,217 21,034

その他の包括利益累計額 2,045 2,603

純資産合計 22,263 23,637

負債及び純資産合計 55,439 64,816

連結損益計算書
（単位：百万円）

科目／期別
前期

自　平成27年４月 １日
至　平成28年３月31日

当期
自　平成28年４月 １日
至　平成29年３月31日

売上高 105,748 116,611
　売上原価 92,491 102,356

売上総利益 13,256 14,255
販売費及び一般管理費 10,812 11,240

営業利益 2,444 3,014
営業外収益 428 388
営業外費用 227 187

経常利益 2,645 3,215
特別利益 − 36
特別損失 95 740

税金等調整前当期純利益 2,550 2,511
法人税、住民税及び事業税 829 1,108
法人税等調整額 30 △180
当期純利益 1,690 1,584

親会社株主に帰属する当期純利益 1,690 1,584

連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

科目／期別
前期

自　平成27年４月 １日
至　平成28年３月31日

当期
自　平成28年４月 １日
至　平成29年３月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー △60 1,679

投資活動によるキャッシュ・フロー △384 △235
財務活動によるキャッシュ・フロー △654 △818
現金及び現金同等物に係る換算差額 △125 △224
現金及び現金同等物の増減額 △1,225 400
現金及び現金同等物の期首残高 7,100 5,875
現金及び現金同等物の期末残高 5,875 6,275

（平成29年3月31日現在）▍会社の概要 （平成29年6月28日現在）▍役員

▍株式の状況 （平成29年3月31日現在）

サンワテクノス株式会社
〒104-0031 東京都中央区京橋3－1－1 東京スクエアガーデン18F
昭和24年11月4日
25億5,300万円
14,438,000株
491名（連結888名）
http://www.sunwa.co.jp/
メカトロニクス関連電気機器及び装置、プラント
用電気品、電気設備機器の販売及び電気設備工事

各種電子部品・電子機器、各種OA機器、FA 
システム、通信・情報機器等の販売

半導体関連製造設備、産業用ロボット、クリーン
ロボット、基板関連装置、物流搬送装置、バルブ
コントロール装置、風水力機器、各種検査装置、
医療機器等の販売

商号
本社所在地
設立年月日
資本金
発行済株式の総数
従業員数
ホームページ
事業内容

代表取締役会長 山　本　　　勢
代表取締役社長 田　中　裕　之
取締役相談役 山　田　益二郎
取締役常務執行役員 五十嵐　正　憲
取締役常務執行役員 三　根　省一郎

※取締役 青　木　眞　德
※取締役 小　泉　敏　郎

常勤監査役 武　内　和　仁
常勤監査役 後　藤　　　潔

※監査役 中　村　康　男
※監査役 上　野　　　啓
※取締役 青木眞德及び小泉敏郎の両氏は、社外取締役であります。
※�監査役 中村康男及び上野啓の両氏は、社外監査役であります。

常務執行役員 牧　野　利　彦
常務執行役員 花　山　一　八
常務執行役員 村　上　信　哉
常務執行役員 田　中　八重子
執行役員 髙　松　賢　治

1.	 発行可能株式総数� 33,380,000株
2.	 発行済株式の総数� 14,438,000株
3.	 株主数� 3,193名
4.	 大株主

5.	 株式の分布状況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株式会社安川電機 797,280 株 5.75 ％
第一生命保険株式会社 729,960 5.26
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社(信託口) 548,900 3.96
オリジン電気株式会社 498,000 3.59
オークマ株式会社 435,600 3.14
山田　益二郎 396,900 2.86
株式会社りそな銀行 395,160 2.85
株式会社三菱東京UFJ銀行 395,160 2.85
オムロン株式会社 355,080 2.56
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 283,300 2.04

(注)「持株比率」は自己株式（579,533株）を控除して計算しております。

発行済株式総数
14,438,000株
（100％）

証券会社
587,503株
（4.07％）

役員
551,612株
（3.82%）

金融機関
3,546,380株
（24.56%）

個人・その他
4,804,912株
（33.28%）

外国人
1,251,964株
（8.67%）

その他の国内法人
3,695,629株
（25.60%）

（所有者別）

会社データ連結財務諸表
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▋ T O P I C S
トピックス

個人投資家様向け会社説明会のご案内
平成29年度も、個人投資家様向けに会社説明会を開催いたします。
会社概要、第９次中期経営計画（Challenge 1500）、業績、株主様への利益還元などについて説明いたします。
当社では、このような会社説明会はもとより、様々なIR活動を通して、投資判断に必要な情報開示を積極的に適時継続して

行い、証券市場での知名度向上及び安定的な個人株主の増加を図っております。

■平成29年度の開催予定
平成29年 11月18日（土）　横浜（関東地区）
平成30年   2月24日（土）　高松（四国地区）
開催日が近づきましたら、当社ホームページ（http://www.sunwa.co.jp/ir/calendar/）に詳細を掲載いたします。

IR放送のご案内
IR活動の一環として、ラジオNIKKEIの番組に出演しております。
放送内容は当社の事業概要、特徴、業績、第９次中期経営計画（Challenge 1500）など。
なお、ラジオNIKKEIのホームページにて動画の配信も行っております。

（詳細はラジオNIKKEIホームページをご覧ください。http://www.radionikkei.jp/8137ir/）

■ラジオNIKKEI 第1　15時25分頃～
　‌�「ザ・マネー」内コーナー「サンワテクノスIR特集」 

平成29年度放送日
第1回 平成29年  6月７日（水）終了 第2回 平成29年8月2日（水）予定
第3回 平成29年11月１日（水）予定 第４回 平成30年2月７日（水）予定

　第1回の放送は終了し、オンデマンドで配信中です。

組織変更のお知らせ
平成28年度から平成30年度における第9次中期経営計画（Challenge 1500）達成に向けた組織の編成と強化を目的に、以

下の通り組織体制を再編いたしました。

組織変更日：平成29年4月1日

１）本社営業部門の再編
　　営業本部のFAシステム営業統括部・メカトロニクス営業部・機械システム営業部・産業ソリューション統括部・設備ソ

リューション部・広域ソリューション部・バイオメディカル推進室を廃止し、FAシステム営業部・産業ソリューション部を
設置する。

２）名古屋支社開設
　　名古屋支店を支社に昇格し、名古屋支社とする。
　　◆事務所を移転いたしました。（平成28年12月）
　　【新住所】 〒450－6322　愛知県名古屋市中村区名駅1－1－1
　　　　　　 ＪＰタワー名古屋22F
　　　　　　 電話番号：（052）582－3030 （代表）
　　　　　　 FAX番号：（052）583－0429 （代表）
　　　　　　 ※FAX番号の変更はありません。

３）横浜支店開設
　　電子営業部横浜営業所を支店に昇格し、横浜支店とする。
　　※住所の変更はありません。

事務所移転（京都支店、姫路営業所）のお知らせ
京都支店及び姫路営業所は、以下の通り事務所を移転いたしました。

京都支店
【新住所】 〒600－8008　京都府京都市下京区四条通烏丸東入長刀鉾町20
　　　　 四条烏丸FTスクエア9F
　　　　 電話番号：（075）252－3050
　　　　 FAX番号：（075）252－3055

【業務開始日】平成28年11月14日（月）

姫路営業所
【新住所】 〒670－0962　兵庫県姫路市南駅前町100　姫路パラシオ第2ビル3F
　　　　 電話番号：（079）283－2351
　　　　 FAX番号：（079）283－2441
　　　　 ※電話番号、FAX番号の変更はありません。

【業務開始日】平成29年3月13日（月）
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